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原 告：長 岩　均
被 告：国
東京地方裁判所民事第24部合議C係　御 中
2009年4月12日

原 告　 長 岩　均
準 備 書 面 （２）

1）この訴訟の目的は、
1. 戦争の根絶。その基底を構成する軍事同盟＝日米安保条約の破棄。
2. 憲法前文及びで保障された「平和的生存権」（加害者としての戦争忌避・被害者としての戦争忌避）の実際的・具体的獲得。
である。
3. 戦争及び人道に対する罪に対する時効不適用条約　条文（引用）
	　総会は、戦争犯罪及び人道に対する罪に対する時効の不適用に関する条約案を検討し、戦争犯罪及び人道に対する時効の不適用に関する条約を採択し、且つ署名、批准及び加入のために開放する。本条約の全文は本決議に付属する。

前文
　本条約当事国は、戦争犯罪人の引渡し及び処罰に関する国際連合総会の１９４６年２月１３日付決議３（Ｉ）及び１９４７年１０月３１日付決議１７０（ＩＩ）、ニュールンベルグ国際軍事裁判所条約及び同裁判所判決により認められた国際法の諸原則を確認する１９４６年１２月１１日付決議９５（Ｉ）、並びに一方では原住民の経済的及び政治的権利の侵害を、他方ではアパルトヘイト政策を人道に対する罪として明白に非難した総会の１９６６年１２月１２日付決議２１８４（ＸＸＩ）及び１９６６年１２月１６日付決議２２０２（ＸＸＩ）を想起し、戦争犯罪人及び人道に対する罪を犯した者の処罰に関する国際連合経済社会理事会の１９６５年７月２８日付決議１０７４Ｄ（ＸＸＸＩＸ）及び１９６６年８月５日付決議１１５８（ＸＬＩ）を想起し、戦争犯罪及び人道に対する罪の訴追及び処罰に関するいかなる正式の宣言、文書又は条約も時効について規定していなかったことに注目し、戦争犯罪及び人道に対する罪が国際法における最も重大な犯罪に属することを考慮し、戦争犯罪及び人道に対する罪の効果的処罰がこれらの犯罪の防止、人権及び基本的自由の保護、諸人民間の信頼の奨励と協力の推進、並びに国際の平和と安全の促進における重要な要素であることを確信し、通常の犯罪の時効に関する国内法規則の戦争犯罪及び人道に対する罪への適用はこれらの犯罪に対し責任を負う者の訴追及び処罰を妨げるがゆえに、世界世論にとって重大な関心ごとであることに注目し、戦争犯罪及び人道に対する罪にとって時効は存在しないという原則を、本条約を通じて、国際法において確認し、並びにその普遍的適用を確保することが必要かつ時宣に適ったものであることを認め、次のとおり協定した。

第一条「戦争犯罪及び人道に対する罪の定義」
　次の犯罪にはその犯行の時期に関係なく時効は適用されない。
（ａ）１９４５年８月８日のニュールンベルグ国際軍事裁判所条例において定義され、かつ国際連合総会の１９４６年２月１３日付決議３（Ｉ）及び１９４６年１２月１１日付決議９５（Ｉ）により確認された戦争犯罪、特に戦争犠牲者保護のための１９４９年ジュネーヴ諸条約に列挙された「重大な違反」。
（ｂ）戦時に犯されたか平時に犯されたかを問わず人道に対する罪、それは、１９４５年８月８日のニュールンベルグ国際軍事裁判所条例において定義され、かつ国際連合総会の１９４６年２月１３日付決議３（Ｉ）及び１９４６年１２月１１日付決議９５（Ｉ）により確認された人道に関する罪、武力攻撃又は占領による追立て及びアパルトヘイト政策に基づく非人道的行為、並びに１９４８年の集団殺害罪の防止及び処罰に関する条約において定義された集団殺害罪。右の行為はその犯行の行われた国の国内法の違反を構成するか否かを問わない。

第２条「主犯者、共犯者」
　第１条にあげられたいずれかの犯罪が犯される場合、本条約の規定は、完成の程度に拘わらず、主犯者又は共犯者として、これらのいずれかの犯罪の犯行に参加し又は他の者を直接教唆し、若しくはその犯罪を共謀する国家当局の代表及び私的個人に、そしてこれらの犯行を許容する国家当局の代表者に適用される。

第３条「引渡し」
　本条約当事国は、本条約第２条にあげられた者の国際法に従った引渡しを可能ならしめるため、立法その他必要なすべての国内措置を執ることを約束する。

第４条「立法その他の措置」
　本条約当事国は、時効又は他の制限が本条約第１条及び第２条にあげられた犯罪の訴追及び処罰に適用されないこと、及びそのような制度がもし存在すれば廃止されることを確保するために必要な立法または他の措置を、それぞれの憲法上の手続きに従って、執ることを約束する。

採択　　　　１９６８年１１月２６日（国連総会決議２３９１（ＸＸＩＩＩ）
効力発生　　１９７０年１１月１１日

日本政府は上記決議を棄権しています。 


I. 上述、条約において「法の原理」である「不遡及」を不適用にする理由は何か？
為政者による、武力による威嚇又は武力の行使を、（国内紛争、国際紛争を問わず）解決手段として行使することを、永久に抑止するため、放棄させるためである。つまり「戦争・武力行使・大量殺戮の恒久的根絶」である。
本訴訟は具体的「人道に対する罪」への問題提起であるから、「不遡及不適用」と同様にあらゆる法令に先んじて、また法の制限を解いて判決すべきものである。つまり、憲法前文裁判である。
4. 被告・国が自らを拘束する憲法を逸脱して、日米安保条約を結び、ベトナム戦争【甲11－1～11－4号証】・アフガン戦争・イラク戦争の兵站となり、更には、ソマリア沖にまで直接、軍隊を派遣する事態に及ぶ。これは夢幻（ゆめまぼろし）ではなく、現実である。
5. 従って、自民党・公明党政権が、現実に、戦争国家突入を画策する今日、裁判所法第3条、「訴訟経済論」を優先させ、かつ排他的に解釈し、当該訴訟を却下してはならない。それは憲法に裏打ちされた司法自身が憲法の精神を蹂躙することになる、司法自身の自己否定、すなわち「無法治国家」への引き金となる。
1959年「砂川事件」（東京地裁：伊達判決・最高裁：田中耕太郎判決）の二の舞を演じてはならない。
【甲9－1～14号証】
6. 伊藤博文著「大日本帝国憲法義解」によると、

「大日本帝国憲法欧州で前世紀の末に行われた三権分立の説は、既に学理上及び実際上で排斥された。そして司法権は、行政権の一支派として均しく君主の統攬するところに属し、立法権に対してこれをいう時は、行政権は概括の意義をもち、司法は行政の一部であるに過ぎず、更に行政権中に就き職司の分派を論ずる時は、また司法と行政と各々その一部を占めるものである。これは、蓋し近時の国法学者が普通に是認するところであり、ここでは詳細に論じることをしない。ただし、君主は裁判官を任命し、裁判所は君主の名義をもって裁判を宣告するのにかかわらず、君主自らは裁判を施行しない。不覊の裁判所をして専ら法律に依遵し、行政威権の 外にこれを施行させる。これを司法権の独立とする。これは、三権分立の説に依るのではなく、不易の大則であることを失わない。」とする。
このような司法の被従属的な定義付けと、三権すべての統帥権を天皇に集中させたことから、軍部の独走を止めることができず、不幸極まりない戦乱を引き起こした。【甲第13号証】　

この司法権が軍部の独走を阻止できなかった深い反省に立ち、
日本国憲法に「三権分立」は明文化し構成されたものである。
また一方、同じ「国連憲章：旧敵国条項適用国」であるドイツは、軍部独走の反省を「憲法裁判所」に結実させ、ドイツ連邦共和国基本法における抽象的規範統制、具体的規範統制

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%86%B2%E6%B3%95%E7%95%B0%E8%AD%B0&action=edit&redlink=1" \o "憲法異議 (未編集)" 、憲法異議

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E9%80%A3%E9%82%A6%E5%88%B6%E7%9A%84%E7%B4%9B%E4%BA%89&action=edit&redlink=1" \o "連邦制的紛争 (未編集)" 、連邦制的紛争を取り扱っている。【甲第14号証】
7. 昭和４８年９月７日、札幌地方裁判所（福島重雄裁判長）は自衛隊を軍隊と断定し、防衛庁設置法、自衛隊法についても憲法に違反すると判決した。
その一節に拠れば、『「統治行為」論を一般的には否定しないものの、憲法81 条に基づいて裁判所が違憲審査権を積極的に行使すべき場合の要件として、次の三つを挙げている。①「憲法の基本原理に対する黙過することが許されないような重大な違反の状態が発生している疑いが生じ」、②「その結果、当該争訟事件の当事者をも含めた国民の権利が侵害されまたは侵害される危険があると考えられる場合」、③「裁判所が憲法問題以外の当事者の主張について判断することによってその訴訟を終局させたのでは、当該事件の紛争が根本的に解決できないと認められる場合」である。このうち、②について「原告らの平和的生存権…侵害のおそれが生じていると疑われる」ことを挙げて、憲法判断に踏み切った。』
当該争訟は、この判決①、②、③項いずれにも該当する。
すなわち、『①「憲法の基本原理に対する黙過することが許されないような重大な違反の状態が発生している疑いが生じ」＝本件安保条約に基づき、ベトナム戦争・アフガン戦争・イラク戦争等の「国連憲章違反」「一般国際規範違反」「人道に対する罪」が既遂され、②「その結果、当該争訟事件の当事者をも含めた国民の権利が侵害されまたは侵害される危険があると考えられる場合」＝沖縄・岩国ほか本件安保条約・地位協定に因る基地問題（核弾頭持込事実・米兵による破廉恥犯罪・軍用機事故）及び「イラク派兵差止訴訟判決」（名古屋高裁・岡山地裁）によって、「平和的生存権侵害」認定事実があり、③「裁判所が憲法問題以外の当事者の主張について判断することによってその訴訟を終局させたのでは、当該事件の紛争が根本的に解決できないと認められる場合」＝Ⅰ.1959年砂川事件「田中耕太郎判決類推」自衛隊違憲　Ⅱ.「イラク派兵差止訴訟判決」・「米軍と一体となった軍事行動違憲判定」　の司法判断にも拘わらず、
被告・国が、司法判断と主権者・国民の「憲法9条を護れ」との声を無視して、本件安保条約に基づく「日米韓集団的自衛権行使」及び「ソマリア沖海上自衛隊派兵」を強行・既遂事実により、憲法76条・81条に拠り、当訴訟以外では救済の方法が遮断・途絶されるため、』
御庁は確固たる司法判断と司法権を執るべきである。

2008年4月、名古屋高裁青山「憲法９条違反」判決に対し、航空自衛隊幕僚長・田母神　俊雄に「そんなの関係ねえ！」と言わしめ、同類の司法無視・軽視発言を繰り返えす為政者：自民党・公明党政権の「ソマリア派兵」「海外恒久派兵法制定」等の、反遵法政策・軍事傾斜政策は、まずは司法権に対する挑戦行為であるし、靖国神社に祀られた戦死者を含む、過去の戦争被害者の尊厳を蹂躙する行為である。
原告は、国家が為す戦争行為に較べ、天文学的に弱者である個人の尊厳に掛けて、本件訴訟を提起している。

御庁におかれましても、「司法の尊厳にかけて」、戦争抑止力を発揮して戴きたく、お願い申し上げます。

＊長沼事件：福島判決・砂川事件：伊達判決及び田中判決・イラク派兵差止訴訟：青山判決・イラク派兵差止訴訟：近下判決を基礎に、また田中耕太郎最高裁長官・裁判長密約事実を真摯に見つめ、訴訟指揮をお願いする次第であります。＊
8. 砂川事件最高裁大法廷判決
日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第３条に基づく行政協定に伴う刑事特別法違反被告事件
昭和３４年（あ）七７１０号
同１２月１６日大法廷判決文
I. 「ところで、本件安全保障条約は、前述のごとく、主権国としてのわが国の存立の基礎に極めて重大な関係をもつ高度の政治性を有するものというべきであって、その内容が違憲なりや否やの法的判断は、その条約を締結した内閣およびこれを承認した国会の高度の政治的ないし自由裁量的判断と表裏をなす点がすくなくない。それ故、右違憲なりや否やの法的判断は、純司法的機能をその使命とする司法裁判所の審査には、原則としてなじまない性質のものであり、従って、一見極めて明白に違憲無効であると認められない限りは、裁判所の司法審査権の範囲外のものであって、それは第１次的には、右条約の締結権を有する内閣およびこれに対して承認権を有する国会の判断に従うべく、終局的には、主権を有する国民の政治的批判に委ねられるべきものであると解するを相当とする。そして、このことは、本件安全保障条約またはこれに基く政府の行為の違憲なりや否やが、本件のように前提問題となっている場合であると否とにかかわらないのである。」とする。
田中耕太郎最高裁長官・裁判長曰く「一見極めて明白に違憲無効であると認められない限りは、裁判所の司法審査権の範囲外のものであって、」の論を援用するとすれば、「イラク派兵差止訴訟名古屋高裁判決において「米軍の軍事行動と一体となった活動は武力行使であり、憲法違反」と判決したのだから、「当該争訟は、一見極めて明白に違憲無効＝米軍軍事行動と一体となった日米安保条約であると認められるから、裁判所の司法審査権の範囲内のものであって、」と素直に換言できる。よって、御庁は、証拠に忠実に訴訟追行・指揮しなければならない。
II. 「そこで、右のような憲法９条の趣旨に即して同条２項の法意を考えてみるに、同条項において戦力の不保持を規定したのは、わが国がいわゆる戦力を保持し、自らその主体となってこれに指揮権、管理権を行使することにより、同条１項において永久に放棄することを定めたいわゆる侵略戦争を引き起こすがごときことのないようにするためであると解するを相当とする。従って同条２項がいわゆる自衛のための戦力の保持をも禁じたものであるか否かは別として、同条項がその保持を禁止した戦力とは、わが国がその主体となってこれに指揮権、管理権を行使し得る戦力をいうものであり、結局わが国自体の戦力を指し、外国の軍隊は、たとえそれがわが国に 駐留するとしても、ここにいう戦力には該当しないと解すべきである。」

時の米国駐日大使マッカーサー【甲9-8号証】と密談を重ねた田中耕太郎最高裁長官
以下裁判長裁判官　田中耕太郎　裁判官　小谷勝重　裁判官　島保　裁判官　斉藤悠輔　裁判官　藤田八郎　裁判官　河村又介　裁判官　入江俊郎　裁判官　池田克　 裁判官　垂水克己　裁判官　河村大助　裁判官　下飯坂潤夫　裁判官　奥野健一　裁判官　高橋潔　裁判官　高木常七　裁判官　石坂修一　全員の合議において
「指揮権、管理権を行使することにより、同条１項において永久に放棄することを定めたいわゆる侵略戦争を引き起こすがごときことのないようにするためであると解するを相当とする。従って同条２項がいわゆる自衛のための戦力の保持をも禁じたものであるか否かは別として、同条項がその保持を禁止した戦力とは、わが国がその主体となってこれに指揮権、管理権を行使し得る戦力をいうものであり」つまり、「指揮権、管理権を独自に行使できる軍隊は憲法９条１項・２項違反＝違憲無効」を高らかに判決し宣言している事実を御庁は看過・座視すべきでない。

2009年4月5日、朝鮮民主主義人民共和国は人工衛星を打ち上げた。これを迎撃すべく、自衛隊は地上配備型迎撃ミサイル（ＰＡＣ３）を配備した。この作戦は米軍とは独自の指揮権、管理権発動と推定できる。田中耕太郎判決に拠れば、憲法9条1項・２項違反である。
9. 以上から、憲法前文・9条に謳われた「戦争阻止」権能は本来、「司法の最大責務」である。何も、原告が、司法のアイデンティティーを代役する必要がないはずである。司法が憲法81条に謳われた「違憲審査権」を存分に発揮し、「人道に対する罪」に関し「刑事訴訟法的司法権」（検察が告訴）が行使できるならば、原告は本案を提起していない。司法が検察手法での当該争訟を実現・担保できないとすれば、御庁は本訴訟によってしか「司法の本来権能＝戦争阻止」を発現することができない。よって、旧来の消極的違憲審査を脱し、ベトナム戦争ほか事実について判断をお願いしたい。
この訴訟は既遂してしまった殺戮「ベトナム戦争」、現在進行する「アフガン戦争」・「イラク戦争」更には、民間人に対する武力行使を是とした「ソマリア沖派兵」武力行使（国際法違反行為）を阻止する裁判である。
２）被告・国答弁書への反論
1. 裁判所の審判の対象は「法律上の争訟」でなければならず，「法律上の争訟」といえるためには，①当事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争であること，②それが法令の適用により終局的に解決することのできるもの」に限られるため、
本件はこの争訟性に欠けると被告は主張する。
原告の有する権利は「平和的生存権」「幸福追求権」「思想・信条の自由権」を権利内容とする「人格権」および「納税権」としてあり、被告国は日米安全保障条約に基づく各特措法の行使により、これらの権利を侵害している事実が存在する。憲法に明文化されている原告の有する法益が損なわれている事実と、法的救済によらなければ回復しえない被害事実により、本件無効確認の訴えはなんら争訟性に欠けるものではないと、反論する。
2. 権利の確定

①平和的生存権が具体的権利であること。
被告は「平和的生存権」が裁判規範性を持つ権利ではないことを、過去の判例集、参考書の類から引用して主張する。しかし０９年２月２４日、岡山地裁判決では、はっきりと「平和的生存権を裁判規範性がある具体的権利である」として認定している。国際法上も明記されているこの「平和的生存権」は内実が、より明確に規定され、認定されるようになってきた。過去の判例を引き合いにこれを否定することはできない。
とりわけ被告が引用する民集43巻6号385ページについては

「最高裁平成元年６月２０日第三小法廷判決・民集４３巻６号３８５頁が「上告人らが平和主義ないし平和的生存権として主張する平和とは、理念ないし目的としての抽象的概念であって、それ自体が独立して、具体的訴訟において私法上の行為の効力の判断基準になるものとはいえない」と判示したことをもって、同判決が平和的生存権に消極的評価をしたものと主張（１９丁）するが、同判決は、売買契約の有効性を判断するに当たり、上記のとおり、平和主義ないし平和的生存権にいう平和は、私法上の行為の効力の判断基準とならない旨を判示したにとどまり、平和的生存権に関しては何ら触れるところがないのであって、同判示をもって、同判決が平和的生存権の存在やその法規範性、裁判規範性を否定したということはできないし、これに対して消極的評価をしたということもできない。」
とはっきり言い切っている。
さらに平和的生存権の裁判規範性について「憲法前文２項には「われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏を免れ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。」とあり、平和的生存権が「権利」であることが明言されていることからすれば、その文言どおりに平和的生存権は憲法上の「権利」であると解するのが法解釈上の常道であり、また、それが平和主義に徹し基本的人権の保障と擁護を旨とする憲法に則し、憲法に忠実な解釈である。」
と平和的生存権が具体的権利であり、憲法はこの基本的権利を擁護するためにあると判断している。

その上で「そうすると、平和的生存権は、日本国憲法上の基本的人権であり、裁判所が法令審査権を行使するに当たり、本文と同様に拠るべき裁判規範性を有するというべきである。」と平和的生存権の裁判規範性も明らかにしている。
次に「憲法上の基本的人権規定は概ね抽象的かつ不明瞭であって、一義性に欠けるものであり、」「そもそも基本的人権とは、歴史的に生成し、発展するものであり、その生成、承認の当初に当たり、権利内容や法律効果等がすみずみまで明晰かつ判明であることを期待することができないことを考慮すれば」と人権そのものの抽象性が具体的権利性を否定するものではないことを確認したうえで、「平和的生存権については、法規範性、裁判規範性を有する国民の基本的人権として承認すべきであり、本件における原告らの主張にかんがみれば、平和的生存権は、すべての基本的人権の基底的権利であり、憲法９条はその制度規定、憲法第３章の各条項はその個別人権規定とみることができ、規範的、機能的には、徴兵拒絶権、良心的兵役拒絶権、軍需労働拒絶権等の自由権的基本権として存在し、また、これらが具体的に侵害された場合等においては、不法行為法における被侵害利益としての適格性あり、損害賠償請求ができることも認められるというべきである」と平和的生存権をより具体的に規定することによって裁判規範性をもつ権利であることを強調している。
3. 岡山を含め全国１１の地裁へ提訴された「イラクへの自衛隊派兵に対する違憲・差止訴訟」で出された他の判決文においても、同様に平和的生存権の権利性を認めているか、少なくとも共感を示している。
※以下第４６号　自衛隊イラク派兵差止等請求控訴事件　　札幌高等裁判所　第３民事部提出準備書面（控訴審２）　「全国のイラク派兵差止訴訟判決の中で　名古屋高裁判決はどういう位置にあるか」２００８年７月２２日より抜粋　

A) 大阪地裁判決（２００６年７月２０日）

「弁論の全趣旨によれば、原告らが、本件派遣等によって、生命・身体に対する危険を覚えたり、戦争に加担しないで平和に生きたいという思い、人殺しに加担したくないとの信念、自己の納める税金を戦費に使用されたくないとの願いを否定され、精神的苦痛を被ったことが認められる」と判示し、「人格権に基づく本件派遣等差し止めの訴えは適法」として、門前払いの「却下」ではなく、実体審理をしたうえで「棄却」判決を言い渡した。
B) 仙台地裁判決（２００６年１１月２８日）
「たしかに，原告らは，いずれも自らの戦争体験の中で，戦争の悲惨さ不合理さ等を直接体験しており，そのような経験を踏まえて，原告ら自身が考える平和を強く希求しているということができる。そして，原告らが，本件自衛隊イラク派遣に際して，過去の戦争体験を想起し，強い憤りや悲しみ等の感情を抱いていることは想像に難くないのであって，これを精神的苦痛と評価することも不可能ではない。」
「原告らがそれぞれその固有の戦争体験に基づいて持つに至った平和についての理念は傾聴すべきものであり，この理念に基づき，原告らが本件自衛隊イラク派遣に対して抱いた感情をもって単なる不快感ないし不安感と評することには躊躇を感じざるを得ない。」と述べている。

原告らが自衛隊イラク派遣によって被った精神的苦痛に対する法益侵害性を実質的に肯認していると言っても差し支えないものである。
平和的生存権は，すべての基本的人権の基礎にあってその享有を可能ならしめる基底的権利であり，憲法９条は，かかる国民の平和的生存権を国の行為の側から規定しこれを保障しようとするものであり，また，憲法第三章の基本的人権の各規定の解釈においても平和的生存権の保障の趣旨が最大限に活かされるよう解釈すべきことはもちろんであって，（もとより国家の存立にかかわる国の行為についての違憲性の判断は間接民主制の統治システムが円滑に機能している限り慎重かつ謙抑になされるべきであるが）憲法９条に違反する国の行為によって個人の生命、自由が侵害されず，又侵害の危機にさらされない権利，同条に違反する戦争の遂行ないし武力の行使の目的のために個人の基本的人権が制約されない権利が，憲法上保障されているものと解すべきであり，その限度では，他の人権規定と相まって具体的権利性を有する場面がありうるというべきである」と述べて，平和的生存権が具体的権利性を有する場合，すなわち訴訟によって救済できる場合があることを認めている。
C) 札幌地裁判決（２００７年１１月１９日）
「原告らが、それぞれの立場，信条等から，平和のうちに生きたい，戦争行為や人殺しには加担したくないとの心情等を有し，本件派遣に対して不安や嫌悪感を抱き、その実施に強く反対していることは容易に認めることができるところであり，自衛隊法が成立した際，『自衛隊の海外出動を為さざることに関する決議』がされていることなど，我が国における歴史的な経緯等にかんがみれば，原告らのそうした心情等は軽視されてよいものではない」（１８頁）等と，原告らの主張に対する理解と共感を示した。

D) 大阪高裁（京都訴訟）判決（２００８年２月１８日）
「確かに，憲法前文にあるように，日本国憲法は，政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのないようにすることを日本国民が決意して確定し，その上で，恒久の平和を念願し，さらに，全世界の国民が，ひとしく恐怖と欠乏から免れ，平和のうちに生存する権利を有することを確認しているものであるから，憲法の定めた恒久平和主義の理念は，戦争の惨禍により侵害されることになる国民の生命権ないし平和的生存権の保障をその内実とするともいえよう。憲法学者である当審証人上田勝美が，「「平和のうちに生きる権利」の核心をなす，あるいは前提をなす権利は「生命権」そのものなのである」と述べていることも，その趣旨をいうものと解される」と述べて，平和的生存権に対する理解を示している。

E) 熊本地裁判決（２００８年２月２９日）
「原告らは，平和的生存権の具体的権利性について縷々主張し，証人小林は，その証言中，あるいはその論考（甲２６，２７）において，平和的生存権を，「政府に対しては，軍備をもたず軍事行動をしない方法で国際平和実現の途を追求する平和政策の遂行を法的に義務付け，そして国民には，政府が平和政策を採るよう要求し，また自らの生存のための平和的環境をつくり維持することを各自の権利として保障したもの」と具体的に理解し，憲法第３章の人権規定と結びつき，それぞれの人権の中に平和的生存権の趣旨が反映，あるいは意味充填されることにより，具体的な規範効果を導き出し得る旨を述べて，原告らの主張を支持している。かかる見解は，平和的生存権の具体化を試み，より積極的な憲法上の意義を付与せしめんとするものである点において，傾聴に値するものである。」と述べて，平和的生存権に対する理解を示している。

F) 名古屋高裁判決
平和的生存権の特に加害者的側面に焦点を当て、具体的な裁判規範性を認めている。
『憲法前文に「平和のうちに生存する権利」と表現される平和的生存権は例えば，「戦争と軍備及び戦争準備によって破壊されたり、侵害ないし抑制されることなく，恐怖と欠乏を免れて平和のうちに生存し，また，そのように平和な国と世界をつくり出していくことのできる核時代の自然権的本質をもつ基本的人権である。」などと定義され，控訴人らも「戦争や武力行使をしない日本に生存する権利」、「戦争や軍隊によって他者の生命を奪うことに加担させられない権利」、「他国の民衆への軍事的手段による加害行為と関わることなく、自らの平和的確信に基づいて平和のうちに生きる権利」、「信仰に基づいて平和を希求し、すべての人の幸福を追求し、そのために非戦・非暴力・平和主義に立って生きる権利」などと表現を異にして主張するように、極めて多様で幅の広い権利であるということができる。』
さらに、平和的生存権の権利性を認めるばかりでなく、基本的人権全てがこの権利を前提条件としてのみ存立すると判断している。そして憲法9条が「平和」を具体的に規定し、また13条をはじめとする憲法第3章全てが基本的人権を規定していると認定している。人権がその内容の抽象的なことから「具体的権利性」として認められないということはできない。

※「平和的生存権は，現代において憲法の保障する基本的人権が平和の基盤なしには存立し得ないことからして，全ての基本的人権の基礎にあってその享有を可能ならしめる基底的権利であるということができ，」「憲法９条が国の行為の側から客観的制度として戦争放棄や戦力不保持を規定し，さらに，人格権を規定する憲法１３条をはじめ，憲法第３章が個別的な基本的人権を規定していることからすれば，平和的生存権は，憲法上の法的な権利として認められるべきである。」

３）納税権の権利性
1. 訴状において「健全な納税権」と表記したが、「納税者基本権」に言い換える。
2. 【被告提出乙第1号証】東京高裁　平成16年4月22日判決に対する反論　
「イ　次に，控訴人らの主張する納税者基本権について検討する。

そもそも控訴人■ほか3名の主張する納税者基本権についても，先に検討した平和的生存権と同様，その内実が一義的で明確なものとはいえず，その実定法上の根拠もない。控訴人■■ほか3名が根拠として主張する憲法30条は国会で議決された法律に基づくことなく租税を徴収されることがないことを定め，憲法83条，85条，86条等は国の財政を処理する権限が国会の議決に基づくことを要する旨規定しているが，これらの規定は，国民の納税義務を定めるとともに，国の財政処理や国費の支出につき国会を通じて行うべきであることを明らかにしているものであって，一方，国費の支出それ自体や国費の支出に係る個々の施策について納税者たる国民が納税者たる資格に基づいて直接その是非を争い得る制度については，憲法は何らの規定を置かず，実定法上にもそのような定めはない。したがって，これらの規定をもって直ちに国民に一定の権利を賦与し，又は保障するものとはいい難く，納税者個人に同控訴人らが主張するような内容の具体的な権利ないし権限あるいは利益が付与されていると解することはできない。」
1. この判決について反論する。
憲法前文前段

「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものてあつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。」

【要約】

〈憲法骨子〉
（1） 代議員制
（2） 世界協和と国際協調

（3） 自由と恒久不戦

（4） 主権在民

（5） 国民の厳粛な信託による国政

（6） 主権在民＝国民主権の普遍原理性
（7） 国民主権に背く法・憲法の排除
A) 「平和的生存権」と「納税者基本権」（戦争に対する強力な抗弁の権利）について
2. 過去の15年戦争において、3000万人が亡くなるという「加害的・国家的反省」に立って、国家そして国民としての、恒久不戦誓約を日本国憲法前文及び9条ほかで明文化した。その根源・法源は、上述、東京高裁判決に明記するように「主権在民」を基底とした「平和的生存権」「幸福追求権」そして、「主権在民国家」を唯一下部構造として、支持・維持する「憲法30条＝納税者基本権」である。我々の納税に拠り、「主権在民国家」権能が遅滞せず機能している。
以上から、「国民主権＝納税者基本権」を根拠とした「日米安保条約無効申立権」及び「当該予算執行差止権」は、憲法前文で謳う「国民主権」に属性として内在する基本的人権の発露・表現にほかならない。
「そもそも国政 は、国民の厳粛な信託によるものてあつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。」との原理は、
上記、被告・乙1号証：高裁判決に云う「誰かから、賦与される権利・下賜される権利・付与される利益」との論を排除する。
よって、明文規定がないことに因る、「却下・棄却」との訴訟指揮・判断は、原告ほか「国民主権」者から憲法71条及び91条に拠り、御庁に信託・賦与された、権能・職務の怠慢であり、司法の不作為である。
3. 【甲8号証・9号証】に明らかな如く、1959年「砂川事件・伊達判決」に対する、米国の露骨な司法への干渉の結果、逆転「田中耕太郎判決」が、直接に、日本が米軍・ベトナム戦争の兵站・基地となる道を拓き、900万人もの人々を殺戮する事態を惹起せしめた。
このことの反省に立てば、御庁は、憲法99条に忠実でなければならないし、憲法前文及び9条の精神「恒久不戦」を究極目標とした「法の欠缺」を埋める義務がある。
「付随的違憲審査権」「法益なし」「原告適格なし」との訴訟手続論に因る排除から脱して、明確な裁定の上、立法府に立法措置を附して戴きたい。
4.  上述、名古屋イラク訴訟判決において明文化された「平和的生存権に具体的請求権あり」及び岡山イラク訴訟判決において、「徴兵拒絶権、良心的兵役拒絶権、軍需労働拒絶権等の自由権的基本権」として明確化された。直接戦争従事者・当事者に属する「平和的生存権」に基づく具体的権利行使が担保されたことから、「納税行為に因り、戦争・武力行使に加担する」原告らにも、「戦争及び加担行為納税拒否権」の正当性・法理性が導き出される。仮にまた、そうでないとすれば、憲法14条「法の下の平等」に反する裁定となる。

5. 「納税者基本権」について

憲法第29条　
財産権は、これを侵してはならない
２   財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。

３   私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。

　　

第30条

国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。

第90条　
国の収入支出の決算は、すべて毎年会計検査院がこれを検査し、内閣は、次の年度に、その検査報告とともに、これを国会に提出しなければならない。

２　 会計検査院の組織及び権限は、法律でこれを定める。

第94条           
  地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる。

1. 憲法前文「主権在民」「国民主権」に従えば、「納税は、自らの財産権（自己の所有になる金銭）を国家・行政府に信託・預託する行為である。（財産権の譲渡・売買ではない）
原告の納税行為に対し、憲法前文で「その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。」と明記し、直接・間接の被受益権が滅失しないことによっても、財産権の譲渡行為ではなく、信託・預託行為であると言うことができる。
また、自らの財産権の信託・委任に対する「財産管理義務・使途監査権」の具体的態様が地方自治法に保障された「住民監査請求権」である。
国・司法は「納税者基本権」明文規定がないことを理由に、「住民監査請求」に該当する「国に対する異議申し立て権」を否定及び不採用にしてはならない。憲法が謳う「主権在民」のもうひとつの態様である「地方自治」に盛られた憲法精神を、国の行政レベルでも、「法の欠缺」を満たし、既判力として蓄積すべきである。
2. 従って、原告が納税した税金は、自らの意思に反し、（被告・国が為した、公然・非公然の米軍に対する資金援助によって）たとい、ベトナム戦争時の枯葉剤爆弾に・イラク戦争のクラスター爆弾または劣化ウラン弾に、或いは白リン弾に、米軍兵士輸送用物資に、ソマリア沖海上警備行動における武力行使の弾丸に、形を変えたとしても、あくまでも、原告の財産権の一部・態様であることに変わりはない。
憲法前文「主権在民」に基づき、憲法30条規定「納税義務」を行使した、自らの財産が、直接・間接に、とりわけ「戦争弱者」である子供たち・老人たち・女性たちを大量殺戮した事実は、厳然としている。
国は憲法29条に基づき、原告ほか国民の財産権を侵すことが出来ないし、保護・滅失させないことを義務とする。原告は、自己の財産権の使途・処分を、国連憲章違反・一般国際法強行規範違反・憲法違反である「戦争・武力行使・殺戮」行為に委託した覚えも意思もない。
国民主権に基づく税金の使途が、「ベトナム戦争ほか戦争に使われていない事実、イラク・バグダッドほかでの市民を殺戮した砲弾・弾丸になってない事実」との立証責任は被告・国が負っている。（1972年、沖縄返還に際する、債権債務不明＝権利関係がデタラメな「米国に対する支出金密約」：毎日新聞・西山太吉記者スクープ事件ほかを被告・国は証拠隠滅・情報隠蔽した事実がある。）
3. 以上、「納税者基本権」は被告・乙号証判例が云う「外在的・付与的権利」ではなく、憲法30条を根拠にして為す納税に密接不可分に属する、財産権に関する内在的権利である。
4. 安保条約、特に日米地位協定に定める現実の権利法律関係は、三沢・横田・厚木・横須賀・岩国・沖縄基地周辺ほか、日本全土に、甲15号証「厚木基地ジェット機墜落事故」に適示する危険・危害が存在する。このことは、抽象的違憲論でもなく、現実的に当該裁判によってしか法的救済ができない、人命に関わるそして財産権に関わる、法的利益に密接する訴えである。
４）　原告の被法益侵害の訴え
1. 以上のように憲法前文「平和的生存権」および同13条「幸福追求権」・9条「思想の自由権」は、裁判規範を持つ具体的権利である。

原告は「他国の民衆への軍事的手段による加害行為と関わることなく、自らの平和的確信に基づいて平和に生きる権利」が侵害されていると再度訴える。そして軍事力の行使を日本国民、市民に強制している「日米安保条約」及び「地位協定」今でも存在する「刑事特別法」の無効を確認することによってのみ、殺人幇助・人道に対する罪から贖罪される。
2. 主権在民の効果は以下を導き出す。ベトナム戦争加担行為最終責任者：総理大臣　佐藤　榮作・イラク戦争加担行為最終責任者：総理大臣　小泉　純一郎は原告ら主権者の代理人代表である。民法を援用すると、代理人の為した「法律行為」＝殺戮・人道に対する罪の責はわれら主権者が負わなければならない。この責任は上述のように「不遡及不適用」に該当し、該安保条約により、発動された戦争行為は（ベトナム戦争から現代まで続く戦争）戦死者数1000万人弱に対する、既遂した殺戮加担行為すべてに責がある。この殺戮に対する「自責の念」は、原告が亡くなるまで負わざるを得ない精神的苦痛である。本案、国家賠償法請求訴訟によってしか、その精神的被害から救済される方途がないと強く訴える。
3. しかも、当該条約締結時に、行政・為政者の致命的瑕疵を内包する。

I. 「米軍核弾頭持込既成事実」隠蔽・公文書偽造行為→1955年、重光外相・アリソン駐日米国大使「核持込なし」合意文書偽造・デッチ上げ行為【甲16-1・16-2・16-3号証】
当時の原水爆禁止運動の高まりを国会を舞台とした、上述デッチ上げで国民を欺罔し、60年、新安保条約に漕ぎ着けた。
【甲16-1・2号証】新原昭治著「米政府安保外交秘密文書」9ｐより転載

「アメリカ政府と日本政府が手を焼いていた重要問題の一つは、核持ち込みの問題で
した。さきにふれたように、日本政府は、一九五五年三月、いったんアメリカの核持
ち込みを認める発言をおこないましたが、これは国民のきびしい批判に火を投じる役
割を果たしました。そこで困った政府は、重光外相とアリソン駐日大便のあいだに、
①いまは日本に原爆はない、②もし米側が持ち込むときは、事前に日本政府と協議す
るとの「合意」が成立したと、国会で答弁し（一九五五年六月未）、国民の非難をか
わしました。この「重光・アリソン合意」なるものの存在は、その後も国民を〝安
心〞させるために、政府の公式見解としてたびたび国会内外でくりかえし強調されま
した。
しかし、一九五七年四月に作成された国務省情報報告『核兵器、核戦争への日本の
かかわり』　（本書収録の二番目の解禁文書）　は、「重光・アリソン合意」が日本

政府のまったくのでっち上げで、そういう約束は存在しなかったことを明らかにし、

東京の米大使館がこれに抗議する書簡を、重光外相あて秘密書簡として届けたとまで

のべています。この報告書はまた、日本の一般国民の反核感情がきわめて強力で、

「核兵器についての日本の国家政策を形成するうえでの支配的要素」となっており」

II. 1959年、岸　信介総理大臣のＣＩＡエージェント及び買収事実【甲1号証】

以上から、民法を援用し、
『本件日米安保条約締結に際し、被告・国は、1957年「核持込なし」との合意文書を捏造し、主権者を欺罔し、かつ、参議院決議に附さない工作を重ね、1959年、「伊達違憲判決」を捻じ曲げ尚かつ、衆議院において、民主主義冒涜行為である「強行採決」により条約批准成立させた。しかも、時の全権委任：総理大臣　岸　信介は後に公開された米国公文書により、条約締結国相手方全権委任：米国大統領　アイゼンハワーから買収された事実が判明している。しかも、本件条約締結反対国民主権者に対し警察公権力のみならず、組織暴力団を組織し、刀剣を所持させ、強迫・脅迫行為により、批准成立させた。』以上から、下記民法を援用し、
被告・国は「注意善管義務」に反し、及び主権者からの受任義務に背任し、本人＝主権者に事実を告げず欺罔し、しかも、暴力をもって、本人=主権者を強迫し、相手方（買収）と通じ、正当な国会決議を経ずして、公序良俗に反する戦争を目的とする条約を締結した。
すべての法律要件に基本的瑕疵・基礎的瑕疵・基底的瑕疵を有するから、絶対的無効要件に該当する。原告は民法120条を援用し、主権者として「法律行為取消権者」を自ら任ずる。
（取消権者）
第百二十条　行為能力の制限によって取り消すことができる行為は、制限行為能力者又はその代理人、承継人若しくは同意をすることができる者に限り、取り消すことができる。
２　詐欺又は強迫によって取り消すことができる行為は、瑕疵ある意思表示をした者又はその代理人若しくは承継人に限り、取り消すことができる。

よって、被告・国は、通じて締結した条約相手方：米国と連帯して、同法121条の類推及び条約法条約　第69条　「条約の無効の効果」により、「最初から無効であったこと」から生じる義務を履行しなければならない。
第三節　代理
（代理行為の要件及び効果）
第九十九条　代理人がその権限内において本人のためにすることを示してした意思表示は、本人に対して直接にその効力を生ずる。
２　前項の規定は、第三者が代理人に対してした意思表示について準用する。
（本人のためにすることを示さない意思表示）
第百条　代理人が本人のためにすることを示さないでした意思表示は、自己のためにしたものとみなす。ただし、相手方が、代理人が本人のためにすることを知り、又は知ることができたときは、前条第一項の規定を準用する。
（代理行為の瑕疵）
第百一条　意思表示の効力が意思の不存在、詐欺、強迫又はある事情を知っていたこと若しくは知らなかったことにつき過失があったことによって影響を受けるべき場合には、その事実の有無は、代理人について決するものとする。
２　特定の法律行為をすることを委託された場合において、代理人が本人の指図に従ってその行為をしたときは、本人は、自ら知っていた事情について代理人が知らなかったことを主張することができない。本人が過失によって知らなかった事情についても、同様とする。（代理行為の瑕疵）
第百一条　意思表示の効力が意思の不存在、詐欺、強迫又はある事情を知っていたこと若しくは知らなかったことにつき過失があったことによって影響を受けるべき場合には、その事実の有無は、代理人について決するものとする。
２　特定の法律行為をすることを委託された場合において、代理人が本人の指図に従ってその行為をしたときは、本人は、自ら知っていた事情について代理人が知らなかったことを主張することができない。本人が過失によって知らなかった事情についても、同様とする。
第四節　無効及び取消し
（無効な行為の追認）
第百十九条　無効な行為は、追認によっても、その効力を生じない。ただし、当事者がその行為の無効であることを知って追認をしたときは、新たな行為をしたものとみなす。
（取消権者）
第百二十条　行為能力の制限によって取り消すことができる行為は、制限行為能力者又はその代理人、承継人若しくは同意をすることができる者に限り、取り消すことができる。
２　詐欺又は強迫によって取り消すことができる行為は、瑕疵ある意思表示をした者又はその代理人若しくは承継人に限り、取り消すことができる。
（取消しの効果）
第百二十一条　取り消された行為は、初めから無効であったものとみなす。ただし、制限行為能力者は、その行為によって現に利益を受けている限度において、返還の義務を負う。
4. 日米安全保障条約に基づく同盟関係に基づく自衛隊活動は憲法９条違法であり、原告の「平和的生存権」「幸福追求権」「思想の自由権」を侵害している。
日本は1951年9月8日に締結された旧「日米安全保障条約」によって、憲法はおろか、立法機関の活動、内閣行政の外交決定権にいたる全ての決定事項を拘束されている。これは政治的主張ではなく、現実的事実である。
5. 陸上自衛隊がイラクに派兵されることがイラク特別措置法により決定される以前から、自衛隊はすでに戦闘訓練を開始している。
そしてイラク派兵名目で陸上自衛隊がまず対人射撃訓練を実行した。
そして２００４年山梨県北富士演習場梨ヶ原しょう舎西側に建設されたサマワの自衛隊宿営地での模擬施設で「敵襲想定訓練」が実施された。

さらに２００５年９月から２７日にかけて、米カリフォルニア州ペンドルトン基地で「

鉄拳」と名づけられた日米による初の島嶼防衛訓練を行った。さらにイラク本土で米軍と一体の訓練さえ強行しているのだ。
航空自衛隊は空中給油訓練を苦もなく行っているが、この訓練は集団的自衛権の行使にあたり、憲法9条で禁止されている活動である。

さらにイラクへ派遣されてからは、クエートとバクダッド間を往復し、米兵を空輸することによって兵站活動を行っている。

これらの事実に対しては、上述の名古屋高等裁判所の判決のなかで「自衛隊の活動は武力行使を禁じた特措法違反であり、戦争を禁止した憲法9条1項に違反する」と事実認定されている。　
※「現在イラクにおいて行われている航空自衛隊の空輸活動は,政府と同じ憲法解釈に立ち,イラク特措法を合憲とした場合であっても,武力行使を禁止したイラク特措法2条2項,活動地域を非戦闘地域に限定した同条3項に違反し,かつ,憲法9条1項に違反する活動を含んでいることが認められる｡（前述名古屋高裁判決より）」
これらの裁判所の判決からすると、もはや自衛隊は集団的自衛権を行使しているのであって、法治国家の否定という深刻な犯罪を防衛庁は犯していることになる。　
米軍とその兵站活動を担う自衛隊がファルージャ、ハディサ、アンバル等のイラク全土で行った掃討作戦の残虐さをいやというほど目にした。
原告はイラク特措法に基づく自衛隊派兵によってその全人格、日常生活全般におよび、深刻かつ長期にわたる精神的被害を被った。自ら殺人に加担する罪を担わされてしまった苦痛から、未だに回復できないでいる。
6. 自衛隊がイラクで行った戦争加担行為、またベトナム戦争から湾岸戦争、このたびのイラク戦争において、米軍が行った戦争犯罪の残虐性と加害性は生命の尊厳を踏みにじるものである。安保条約の地位協定にもとづき、米軍が日本にある基地から攻撃に出ている事実によって、原告は虐殺の加担者として生きなければならない苦痛を受け続けているのである。　

深刻な精神的苦痛は、原告の精神的生存を危うくするばかりか、自らの苦痛から逃れられる術を持たないという絶望感が、幸福な日常生活、安寧な生活を奪ってしまっている。
現在の日本の自衛隊活動は参戦活動であると、名古屋高裁判決ははっきりと事実認定した。
しかもそれは集団的自衛権の行使などという状態ではない。イラク戦争がアメリカによる侵略的な先制攻撃であった以上、兵站活動を担った自衛隊の活動もすでに先制攻撃目的の戦力の主要な一部をなしていたのである。
7. 名古屋判決を聞いた田母神俊雄元航空幕僚長は「私が（自衛隊員の）心境を代弁すれば『そんなの関係ねえ』という状況だ」と発言して問題となった。現在の防衛庁がいかに憲法を軽視しているか、その計画・指示が憲法に反した軍事力の行使であっても内部では問題にさえならない、シビリアンコントロールを逸脱した状態にあることか。このような発言をする人物が幕僚長という要職にあることから容易に伺えるということも、裁判官の方々に強く訴えたい。
５）被害の深刻化
1. 海上自衛隊のソマリアへの派兵
名古屋判決で事実認定された自衛隊イラク派兵が憲法９条１項違反であるばかりでなく、その後に強行されたソマリアへの海事派兵は積極的に戦争状態を招来させかねない現実的危険性を有している。
海賊対策新法が成立したら、ソマリアへ派兵された海自はインド洋での海上補給、兵站支援活動よりさらに対戦・交戦性格の強い訓練を行うことだろう。
３月に行われた集中予算審議会で、民主党議員の質問に答え防衛庁長官は「ソマリア派兵はわが国防衛の一貫としてあり、訓練としてあるのでもあって」と答弁している。したがって、ソマリアへの海自派兵は「公海の安全」という口実以上に戦闘訓練としての目的を有する事はあきらかである。
2. ソマリアへの海自派兵によって、今後戦闘要員ではない他国の一市民を巻き込んで、身体的精神的被害を与えるのではないか。それゆえの原告の不安、苦痛は十分根拠のあるところといわざるを得ない。

日米安保条約に基づく日本の防衛計画、活動が憲法に違反し、原告らの人格権を侵害しているのである。
3. ソマリアへの海上自衛隊派遣の違法性について、愛知の弁護士会は以下のように伝えている。

※自衛隊の任務は、現行の自衛隊法３条で規定されている。
1）任務の第一は「直接侵略及び間接侵略からの日本の防衛」、第二は「公共の秩序の維持」、第三は「周辺事態における安全確保活動」、そして第四は「国連平和維持活動に対する寄与」及び「国際社会の平和及び安全の維持に資する活動」である。第三および第四の任務は「別に法律で定める」としている。
「海上警備行動」を規定している同82条を含む第六章（自衛隊の活動）は、当然のことながら、同３条（自衛隊の任務）を具体化するためのものである。

今回のソマリア沖での「海賊対策」のための「海上警備行動」は、同３条に規定されたどの任務にも該当しない。河村官房長官も昨年12月24日の記者会見で「海上警備行動は原則、日本の領海内を想定している」と述べているとおり、第三の任務にも該当しない。もし今回の「海上警備行動」が第三または第四の任務に該当する場合であったとしても、その際は別法の制定が必要となる。法律に規定されていない任務を目的とした行動を命じることは、立法の趣旨を逸脱した拡大解釈にとどまらず、明確な自衛隊法違反である。自衛隊の海外任務には憲法９条に由来する制約があり、このため自衛隊法３条は海外任務について別の法律が国会で議決成立していることを条件として初めて自衛隊の任務として認めたものである。
2）武器使用要件拡大は自衛隊法違反である。
今回の派遣行動計画は、司法権を有した海上保安庁職員を海自艦船に乗せて海賊に対処する、としている。保護対象は、（１）日本籍船、（２）外国籍船の日本人乗組員・乗客、（３）日本の船舶運航事業者が運航する日本関係船舶と、そして（４）外国船籍に積載されている日本の積荷も含むとしている。武器使用基準（応戦基準）に関しては、正当防衛と緊急避難に限定した警察官職務執行法７条を準用するとしているが、停止命令に応じない船舶への攻撃などを含め大幅に武器使用要件を拡大している。防衛省は武器使用の具体的基準である交戦規則（ＲＯＥ）を作成するが、非公開となっている。

3）自衛隊が武器を保有することができるのは、「任務の遂行」に限られている（自衛隊法87条）。同３条に規定された任務と無関係の目的で武器を保有した自衛隊を派遣すること自体、自衛隊法87条に反する。
3）ソマリアへの海上自衛隊の派遣は、憲法９条１項、２項に違反する。
（１）憲法９条１項が禁止する「武力行使」は相手が「国または国に準ずる組織」でなく、仮に海賊などの犯罪組織であったとしても、「組織的な武器使用」がなされる限り「武力の行使」となり、憲法９条１項違反となる。

また、自衛権を超えた武力（軍事力）の海外派兵は憲法９条２項が禁ずる「戦力」の派兵にあたり、憲法９条２項違反ともなる。

かつ「自衛権」を根拠に自衛隊の派兵や武力行使を正当化しようとすることも許されない。

そもそも「自衛権」概念は主権概念と不可分のものであり、日本の領域から遠く離れたソマリア沿岸ではおよそ「自衛権」概念は認められず、「自衛権」概念で「武力行使」が正当化される余地はない。

4）また、国家に準ずる組織的勢力でもない「海賊」に対処するために自衛隊を派遣し、戦闘行動をすることは、「自衛権の行使」とは言えない。

従って、このような目的での自衛隊の海外派遣は、仮に法律を制定したとしても憲法９条１項の「武力行使」にあたるとともに、自衛権を超える軍事力の派遣、すなわち憲法９条２項の禁止する「戦力」の「派兵」にあたり違憲である。

かつ、各国との共同の軍事行動も目的としており、「武力行使の一体化」となり、集団的自衛権行使にあたる。
仮に日本自らが直接「武力行使」を行わないとしても、他国との共同軍事行動に対する後方支援などを行った場合には、名古屋高裁が、０８年４月１７日に言い渡した違憲判決と同じ論理により、憲法９条１項の禁止する「武力行使」に該当し、集団的自衛権行使に踏み込むものである。

以上から、今回の派遣行動にとどまらず、仮にソマリアへの海上自衛隊の派兵を行う法律を制定したとしても、かかる法律が憲法９条１項および同条２項に違反することは明らかである。
5）政府が目指している今回の「海賊対策新法」策定の動きは、武器使用基準を一気に緩和し、他国の艦隊・軍隊と武力行使の一体化を可能にする。
これは、憲法９条が禁ずる「武力の行使」「集団的自衛権の行使」を既成事実化・常態化することになり、憲法の平和主義の崩壊をまねく。
4. 被告・国は「日米安保条約は政府の専任事項であり、それがすべてに優先されざるを得ない」と公言している。
この条約が立法府に諮られずに締結されることで、集団的自衛権の行使も政令のみで実行可能になり、現実的に行使されている。これは法治国家の否定である。「司法、立法府はもはや必要ない」とさえ言える状況が予測される。

しかし、この条約が詐欺と買収によって、締結された条約であれば、「専任事項として優先される」べき根拠を失っているといえる。
原告は裁判官に「条約無効確認」を行うよう強く訴える。

1）日米一体のミサイル防衛システムは憲法で禁じられた集団的自衛権の行使にあたる。
朝鮮民主主義人民共和国（以下、北朝鮮）は４月４日から８日までの間に、試験通信衛星「カンミョンソン２号」（光明星２号）を打ち上げると国際海事機関（ＩＭＯ）に事前通報した。
麻生首相は北朝鮮が発射準備をしているロケットについて、「日本に、上空をいきなり飛んでくる確率が極めて高い」「直接日本に危害が及ぶのであれば、自衛隊法で対応できる」などと発言し、非難した。
09年03月27日自衛隊法８２条２の第３項に基づいて破壊措置命令が出された。

今次の破壊措置令は憲法で禁じられている集団的自衛権の行使を目的とした実践訓練である。

さらにミサイル防衛システムは「拳銃の弾を拳銃で打ち返す程度の正確さしかない」と政府筋さえも発言するほどの、極めて危険度の高い防衛システムである。迎撃成功率が低く、発射することによってかえって私達に身体的危険をもたらす可能性が高いこのシステムを、十分な検証なしで発動しなければならない根拠は、政府が公表している「国民の保護」にあるのではなく「日米安保条約」にあることははっきりしている。
A) 「我が国としては、BMDについて、今後とも透明性を確保しつつ国際的な認識を広げていくとともに、米国とも政策面、運用面、装備・技術面における協力を一層推進させ、我が国の防衛と大量破壊兵器及び弾道ミサイルの拡散の防止に万全を期すべく努めていく所存です。」「弾道ミサイル防衛用能力向上型迎撃ミサイルに関する日米共同開発」に関する内閣官房長官談話（平成17年12月24日）
B) 2004年11月、東京の憲政記念館で開かれた第４回日米安全保障戦略会議で、当時米国防長官顧問だったウイリアム・シュナイダー氏は「ＭＤを効果的に運用するには日本は米国の指揮統制システムに統合する必要がある」と延べ、自衛隊再編によって現実化されてきた。さらに防衛庁幹部が「仮に米国を狙った弾道ミサイルであっても日本が迎撃を見送るようなことがあれば、日米関係は崩壊する」と延べ「全て迎撃する」と明言している。すなわち、「日米安全保障条約という二国間軍事同盟を守るために、憲法で禁じられている集団的自衛権を行使する」と言っているのである。
C) 今回のミサイル騒動での日本政府の対応は「迎撃すれば攻撃する」と「北朝鮮」が宣言するほど事態を緊張させてしまった。

こうした危険回避は国際法に基づいた平和的手段によらなければ実現できない。

「日米安全保障条約」に基づく集団的自衛権の行使ではなく、憲法９条に規定されたところの平和憲法にのっとった外交手段が取られなければならない。

しかし日本政府・内閣行政府は、平和的解決手段を放棄してミサイル防衛システムを作動させようとしている。

憲法で禁じられている集団的自衛権を行使し、日本国民すべてを予測不可能な危険状態に陥らせている。

集団的自衛権発動のための先行的訓練が行われることの違法性もまた明らかであり、国民、原告に与える心理的恐怖、ストレスは計り知れず、さらに恒常的な緊張生活を余儀なくさせているのだ。
条約無効確認がなされなければ、原告、選定人らの平穏な生活、幸福追求のための権利は守ることができないのである。
６）最後に
（1） 上述のように、「日米安保条約」はウイーン条約に違反した条約であり、無効である。
さらにこの条約は内閣とアメリカ政府との秘密協定によって一年ごとに延長されている。この超法規的手段による延長も、この条約の違法性、無効性を証明する事実である。
このような違法条約によって、原告の平和的生存権、幸福追求権が根底から侵害されているのであって、条約が超法規的手段によって1960年締結・1970年延長されている以上、政治的手段をもって被害回復することはいかにしても不可能である。
さらに立法府に諮ることもない条約締結・延長は、法制度の根幹を支える三権分立を内閣・行政府が否定している事実結果である。このような内閣・行政府による専制的決定によって受ける被害に対しては、司法によって救済措置がとられる他手段がないのである。
（2） 内閣・行政府による国民への権利侵害に対し、国民の権利を守ることこそが司法に課せられた本来の、そして本質的な役割だということを、法の番人であり、良心の審判である裁判官の皆さんに訴える。
· 原告は、以下予定している。
人証：「砂川事件」被告：土屋　源太郎氏
· 十分な証拠調べを行って、審理を尽くしていただきたい。
· そして、法理が生きていることを示していただきたい。
· どうか原告らの裁判を受ける権利を保障していただきたく、心よりお願いする。

（3） 〈御庁に対する要望〉
一、次回選定人らが被害事実を訴えるため、陳述させていただきたくお願いする。

二、証拠調べをしていただくようお願いする。

三、その上で、訴状にある「安保条約の無効確認」をお願いする。

四、今回提出の求釈明について、誠実な回答をお願いする。
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